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新新新

中経始動。」

株主の皆さまへ

株主の皆さまには、平素より格別のご支援を賜り、
厚く御礼申し上げます。

結果への拘り 新中期経営計画が始動―
経営資源を中核分野と成長分野に配分

2017年3月期は、商品市況の影響が少ない安
定収益型事業の拡充と金属資源・エネルギー事
業の競争力向上に全力で取り組み、事業計画を
大幅に上回る結果となりました。当社は、前中
期経営計画からキャッシュ・フロー経営を重視
していますが、株主還元後のフリー・キャッシュ・
フローの黒字化を達成し、財務基盤の強化も実
現することができました。この1年にわたって
着実に固めてきた収益基盤を足場に、さらに成
長を加速させていきます。

新中期経営計画は、2020年3月末までの3年
間の経営方針をお示しするものです。世界は、
日々目まぐるしい変化を続けており、2020年の
当社の在り姿である新たな価値の持続的創造の
実現に向けて、変化やリスクに耐えうる収益基
盤を確立すると共に、さらなる成長に向けた挑
戦を続けることが最重要事項です。株主還元を
重視すると共に、限りある経営資源を、３つの中
核分野と４つの成長分野に配分することにより、
2020年には当社の史上最高益を更新する4,400
億円を必達すべく経営にのぞむ考えです。
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中経始動。」 三井物産株式会社 代表取締役社長　安永 竜夫

国創り・産業振興で
持続可能な社会の成長を実現する

「多様なプロ人材」、強い「個」の集合体が
新たな価値を創造し、成長を加速する

当社は世界中の様々な国や地域の産業構造に
深く入り込み、各々の国・地域のニーズに応える
べく複合的に事業を展開しています。お客様や
パートナーとのネットワークを駆使し、主体的
かつダイナミックに事業を創造することが我々
の役割であり、当社のDNAでもあります。事業
を通じて、当社が経営課題の一つとして掲げる

「地域産業・生活基盤の充実」、即ち国創りへの貢
献という社会的使命を果たすことで持続可能な
社会の成長を実現します。

当社の最大の強みは「多様なプロ人材」であり、
様々な資質や能力を持つバラエティ豊かな社員
が世界中でビジネスを創造しています。一方、ビ
ジネスはお客様やパートナーとの地道な信頼関
係があって初めて成り立つものであり、能力だ
けでなく人から好かれ信頼される魅力ある人材
でなければなりません。そうした人間力も兼ね
備えた強い「個」の集合体が当社の新たな価値創
造と今後の成長を牽引していきます。今後とも
株主の皆さまの変わらぬご支援を心よりお願い
申し上げます。
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＊ 本資料では「当期利益（損失）（親会社の所有者に帰属）」を「当期利益」と表記しています
＊＊ セグメント集約及び社内制度変更を反映
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2017年３月期
実績

2018年３月期
事業計画＊＊▲1,625

セグメント別当期利益＊

2017年3月期の当期利益は、収益基盤強化により大幅増益。
2018年3月期は、139億円増益の3,200億円を見込む。

2017年3月期の当期利益は、期初予想を大幅に上回る3,061億円（前期比3,895
億円増）となりました。市況の悪化で創業以来初の連結赤字となった前期を踏まえ、

商品市況に左右されにくい安定収益型事業の拡充と、強みである資源・エネルギー事業の競争力向
上に取り組んだ結果です。2018年3月期も徹底的な収益基盤強化を図り、当期利益3,200億円の達
成を目指します。キャッシュ・フローは、市況低迷からキャッシュの獲得は減少したものの、投資の
実行に際しては投資の規律徹底を通して案件を厳選した結果、前中期経営計画3年間累計の株主還
元後のフリー・キャッシュ・フローの黒字化を達成しました。前中経で謳った「成長投資と株主還元
の両立」を十分に実践した結果となりました。

財務ハイライト数数
2017年3月期連結決算・2018年3月期事業計画

▋鉄鋼製品　▋金属資源　▋機械・インフラ　▋化学品　▋エネルギー　▋生活産業　
▋次世代・機能推進　▋海外　▋その他、調整・消去
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25

2016年3月期
実績

2017年3月期
実績

2018年3月期
予定

32

32

30

30
30

4,717
4,948 5,000

2017年3月期の一株当たり年間配当金は55円、2018年3月期は60円を予定。
新中期経営計画期間中は下限配当を設定。

2017年3月期の年間配当金は、連結業績における基礎営業キャッシュ・フローお
よび当期利益並びに配当金額の安定性・継続性を総合的に勘案し、従来予想から一

株当たり5円増配の55円としました。期末配当金は一株当たり30円となります（中間配当金は一株
当たり25円として支払済み）。また追加の株主還元として、第4四半期に取得総額475億円の自社株
買いを実施。2018年3月期の年間配当金は、一株当たり5円増配の60円を予定しています。新中期
経営計画期間中は、株主の皆さまに安心して株式を保有いただけるよう、年間配当総額1,000億円

（2017年6月時点の発行済株式総数での計算で一株当たり57円）の下限配当を設定します。

配当

2017年3月期連結決算・2018年3月期事業計画

年間配当額／株 64 円 55 円 60 円

連結配当性向 ー 32％ 33％

▋期末配当（円／株）　　▋中間配当（円／株）　　  基礎営業キャッシュ・フロー（億円）※

※営業活動に係るキャッシュ・フロー － 運転資本の増減に係るキャッシュ・フロー
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 三井物産の目指す「在り姿」とは？

「自らが新たなビジネスを創り、育て、発展させる集団。」
これが当社の「在り姿」です

様々な資質や能力を持つ「多様なプロ人材」が、当社グループ
の総合力、優れたパートナー、お客様とのネットワークを駆使し
て事業創出に取り組み、新たな価値を創造、挑戦することを意味
します。

新中期経営計画のテーマ「Driving Value Creation」は、「在
り姿」の実現に向けて価値創造を持続的に行い、成長を加速する
という意味を込めています。

新中期経営計画

4つの重点施策を着実に推進し、2020年3月期には
当期利益4,400億円（内訳は金属資源・エネルギー分野
2,400億円、非資源分野2,000億円）、すなわち当社史上
最高益を目標とします。もう一つの主要業績指標である
基礎営業キャッシュ・フローは、キャッシュ創出力の拡
充により6,300億円を目指します。

また、ROEは10%まで引き上げます。

＊セグメント別の当期利益はP.４をご覧ください

結果に拘ります

Driving Value Creation
価値創造を通じた成長の加速

新中期経営計画の概要
創創創

 定量目標

経営基盤の
さらなる強化

ダイナミックな
経営資源配分

環境変化とリスクに
耐えうる

収益基盤の確立

 経営課題

当社が考える
経営課題は3つです

当期利益／基礎営業キャッシュ・フロー／ROE

3,061

4,948 5,000

8.6%

2017年3月期
実績

2018年3月期＊

計画

金属資源・
エネルギー

非資源

▋当期利益（金属資源・エネルギー）　▋当期利益（非資源）　　　　　　  基礎営業キャッシュ・フロー　  ROE

3,200
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年間4,000億円の安定基礎営業キャッシュ・フロー＊を前提に、
年間配当総額1,000億円（2017年6月時点の発行済株式総数で
計算した場合、一株当たり57円）の下限配当を設定し、株主の皆
さまに還元することをお約束します。

2018年3月期の配当は一株当たり60円を予定し、基礎営業
キャッシュ・フローの拡大を通じた継続的な増加を目指します。

自社株買いについては、経営を取り巻く諸環境を勘案の上、
金額や時期を含めて機動的に対応します。

＊ 安定基礎営業キャッシュ・フローとは、当社が安定的に創出可能な基礎営業 
キャッシュ・フローを意味します

新中期経営計画期間中は、年間配当総額の下限を設定します

新中期経営計画の概要

 株主還元

 経営課題に対応するための4つの重点施策

3つの中核分野と4つの成長分野に
経営資源を配分します

既に収益基盤の柱である主力３分野を中核分野に設定して強化
を実施。また、中長期的な外部環境・社会的課題を見据えて当社が
強みを持つ４つの成長分野を特定し、経営資源をダイナミックに
配分することで、次の収益の柱を確立します。

重点施策 ①
強固な収益基盤づくりと

既存事業の徹底強化

重点施策 ②

新たな成長分野の確立

重点施策 ③
キャッシュ・フロー経営の

深化と財務基盤強化

3つの中核分野 4つの成長分野 経営資源を適切に配分

金属資源・エネルギー

機械・インフラ

化学品

モビリティ

ヘルスケア

ニュートリション・アグリカルチャー

リテール・サービス

成長分野に 中核分野に

重点施策 ④
ガバナンス・人材・イノベーション機能の強化

2,000

2,400

6,300

ROE 10%
4,400

2020年3月期
計画

（億円）

金属資源・
エネルギー

非資源

▋当期利益（金属資源・エネルギー）　▋当期利益（非資源）　　　　　　  基礎営業キャッシュ・フロー　  ROE

ウェブサイトもご覧ください

検索三井物産　ＩＲ
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ここが知りたい！ 新中期経営計画

新中経、
ひとことで言うと？

「多様なプロ人材」って？

非資源ビジネスで成長が
見込まれる分野は？

どんな3年間を
想定しているの？

資源ビジネス、大丈夫？

今後注力していく
国・地域は？

株主還元方針は？

トレーディングって
今の時代も必要なの？

日本国内での取り組みは？

Q

Q

Q

Q

Q

Q

Q

Q

Q

2

5

8

1

4

7

3

6

9

Q新中期経営計画を中心に、株主の皆さまが、きっとこんなことを知りたいのでは、 
という質問を9つ挙げ、そしてそれに対して簡潔さ、わかりやすさを心がけて 
お答えしました。この特集が、当社の将来性・成長性をご理解いただく上でお役
に立てればと思います。
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新

A

A.4

A.7

A.2A.1

A.5

A.8

A.3

A.6

A.9

様々な専門性を駆使し、自ら
ビジネスを創造し、育て、新た
な価値を世界中で生み出すこ
とができる、資質や能力を持
つ社員のことです。

「売る力」によりお客様との信頼
関係を地道に積み上げることが、
既存事業の良質化や新規ビジネ
スの機会につながるものであり、
さらに磨きをかけていきます。

3つの中核分野と4つの成長分
野に経営資源をダイナミック
に配分し、2020年3月期に当
社史上最高益となる4,400億
円を達成します。

2016年3月期の赤字決算を踏
まえ、資源・エネルギーの強化に
加え、商品市況の影響が小さい
事業を拡充し、変化やリスクに
耐えうる収益基盤を確立します。

2018年3月期の配当は一株当
たり60円を予定しています。
ま た、年間配当総額1,000億
円の下限配当を新たに設定し
ます。

低価格時代が継続する中でも
圧倒的なキャッシュ創出力を
誇っています。また、コスト削
減や生産量の拡充を地道に行
い事業の良質化を進めます。

成長性と当社の強みがある、
モビリティ、ヘルスケア、ニュー
トリション・アグリカルチャー、
リテール・サービスの4つを成
長分野としています。

所得が拡大するアジアや経済
成長を続ける北米など、市場
の伸びが期待される国・地域に
加え将来性のあるアフリカに
も注力していきます。

2015年にビジネス推進部を
設立し、農業・水産業・林業の
活性化、次世代型経済活動、地
方経済の活性化の支援に取り
組んでいます。
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2016
10月 4日 シンガポールのオフィスビル再開発事業への参画
10月 11日  福島県・相馬港における天然ガス火力発電事業の事業

化決定 1
10月 13日 女性活躍推進法に基づく「えるぼし」企業に認定 2
10月 28日 中国・北京で大規模物流施設事業の第1期着工
11月 11日  インドで高速貨物専用鉄道向け土木工事契約を締結
11月 18日  パナソニックヘルスケアホールディングス社への参画

合意 3 ▶P.16-19  「新たな価値創造への挑戦」
11月 24日 ブラジル向けサブシー支援船事業開始 4
12月 1日 インドネシアのEコマース事業へ出資
12月 26日 カタール製油所が生産開始 5

＊ 本頁記載の日付は、ウェブサイトにおけるリリース
またはトピックスの掲載日としています。

2017年 3月期下半期の
2016年10月 – 2017年3月

あしあと

11 12
2016

3

41
2

「新たな価値創造への挑戦」
当社の「強み」を発揮することで、社会的問題を解決し、
社会と共に成長していく。その取り組みについてお伝
えします。▶P.16-19

10
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1 2 3

2017
 1月 5日 ブラジル水力発電所の完工式典を開催 6
 1月 6日 米国麦用種子処理用農薬事業資産を買収合意 7
 2月 20日  米国大手不動産アセットマネジメント会社への出資
 2月 21日 ミャンマーで農業機械販売事業を開始
 3月 28日  モザンビークで炭鉱および鉄道・港湾～インフラ事

業への出資 8 ▶P.12-15  「国創りへの貢献」

2017

「国創りへの貢献」
三井物産らしさとは、国・地域の産業構造に深く入り込
み、その国・地域の根幹を担う事業を創造していくこと
です。当社ならではの事業を通した国創り・産業振興に
ついてお伝えします。▶P.12-15

7

8

5

当社の最大の強みは一人
ひとりの社員。世界中で
躍動する「多様なプロ人材」
をご紹介します。

日本全国に質の高いコーヒーを届け、
ブラジルのコーヒー産業を豊かにする。▶P.20-21

「ブッサンジンがゆく」
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資源開発 インフラ整備

鉄道・港湾施設建設で
地域の人びとの暮らしを支える

インフラを構築する

石炭開発を
モザンビークの発展を牽引する

基幹産業にする

1 2



モザンビークの経済発展

資源開発×インフラ整備で
モザンビークの人びとの暮らしを豊かにする

当社は世界各地で資源開発案件を手掛け、資源・エネルギーのグローバルな安定供
給を支えています。そのためには現地国と長期にわたって協調関係、信頼関係を構築
し、産業振興、インフラ整備、雇用創出などを通じて社会経済の発展をサポートして
いくことが欠かせません。モザンビークにおける炭鉱・インフラ開発事業は、そうし
た国創り支援の代表例です。

モアティーズ炭鉱への事業参画を模索
当社とモザンビークとの関係の始まりは、

2007年のこと。モザンビーク北部陸海域にお
ける石油・ガス探鉱開発事業の一部権益を獲得
したことを契機に、同国の商業探鉱に日本企業
として初めて参入しました。また、天然ガスの
探鉱を進める一方で同国の潤沢な石炭資源にも
注目し、モアティーズ炭鉱への事業参画を模索
していました。モザンビーク北部の中心都市テ
テに近く、将来的に年間2千万トン超の良質な
原料炭・一般炭を産出する大規模な同炭鉱は、当
社石炭事業の発展を牽引する強力な案件の候補
になるものと考えました。

アフリカ大陸の東南部に位置し、マダガスカ
ル島と海を挟んで向かい合うモザンビーク共和
国には日本の約2倍の国土に2,800万人の人び
とが暮らしています。1992年に内戦が終結し
た後も長い間不安定な状態が続いていましたが、
2000年代に入り天然ガスや石炭などの豊富な
海底資源・地下資源が注目され、資源メジャー
など海外からの投資が活発化。近年は政治的に
も安定しており、2015年の国民一人当たり名
目 GDP は529米ドルと日本の60分の1ですが、
将来に向けて飛躍的な経済成長が期待されてい
ます。

モザンビーク ー 次世代の資源大国

当案件で発揮される当社の強み
■ 石炭・インフラ事業の深い知見
■ プロジェクト実現に懸ける熱意
■ 長年にわたるヴァーレ社との信頼関係

POINT

国国
国創りへの貢献
モザンビーク
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モアティーズ炭鉱の権益を保有していたのは、
世界最大の鉄鉱石サプライヤーであり世界有数
の鉄道オペレーターでもある、ヴァーレ社でし
た。石炭価格の高騰もあって権益獲得の折衝は
難航しましたが、かねてから同社とは鉱物資源
の採掘などを通じて良好な関係を構築してきた
こともあり、2016年9月、当社はモアティーズ
炭鉱の95％権益を保有するヴァーレ社子会社
の15% 持分、およびナカラ回廊鉄道・港湾イン
フラ事業を推進するヴァーレ社子会社の50％
持分を取得することでヴァーレ社と合意し、
2017年３月に投資を実行しました。炭鉱・イン
フラの両事業における当社の投融資額は最大で
768百万米ドル（約865億円）を見込んでいます。

今回の合意には、モアティーズ炭鉱の運営と
並んで、炭鉱とモザンビーク東端のナカラ港を
結ぶナカラ回廊鉄道の整備、並びにナカラ港に
おける石炭積み出し用ターミナルの建設が含ま
れています。鉄道と港湾インフラの整備は、石
炭を運ぶ手段として不可欠であり、将来的には
ナカラ回廊の周辺地域の物流の活性化を通して
サブサハラ地域の経済発展にも大きく寄与する
ものと考えています。当社が50年以上にわたる
石炭事業で培ってきた資源開発における優位性
と、インフラ領域で積み重ねてきた経験と知見、
それらを融合し機動的に駆使することで、モザ
ンビークの発展と人びとのより良い暮らしに貢
献していきます。

2017年、炭鉱・インフラ開発の権益を獲得 モザンビークのさらなる発展に寄与する

三井物産の事業早わかりマップ  炭鉱と港を「つなぐ」ナカラ回廊鉄道

マラウイマラウイマラウイマラウイ

ナカラ港

テテ

モアティーズ炭鉱
世界有数の競争力ある炭鉱。
原料炭・一般炭で6.9億トン、鉱命は
30年超。炭層が地表近くに位置し、
大量生産が可能。

ナカラ港 拡大図

石炭
ターミナル

一般貨物
ターミナル

ナカラ回廊鉄道
支線が穀倉地帯、ザンビアまで延び
ており、農産物や木材、肥料、燃料な
ど、輸送需要あり。
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2017年、日・モザンビーク国交40周年でモザンビーク
のニュシ大統領来日

多くの日本人にとって、モザンビークはなじみの薄い国か
もしれません。しかし、実は日本とモザンビークの関係は古く、
その端緒は16世紀まで遡ります。1586年に九州のキリシタ
ン大名が派遣した天正遣欧少年使節の一行4人が、ポルトガ
ルからの帰途、モザンビークに滞在しています。また宣教師
フランシスコ・ザビエルも日本への道中、モザンビークに立
ち寄りました。

時は流れ、2014年には安倍晋三首相が日本の総理大臣と
して初めてモザンビークを訪問。同国の天然資源開発や産業
振興に日本が互恵的パートナーとして積極的に関与してい
くことを表明しました。2017年3月には、両国の国交40周
年を記念してニュシ大統領が来日。安倍首相との首脳会談の
後、経済協力などを盛り込んだ共同声明が発表されました。
当社の開発も両国の懸け橋の一助となればと考えています。

ご存じでしたか？
モザンビークとニッポンの意外な関係

16世紀、天正遣欧少年使節が立ち寄る

モザンビーク共和国
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挑挑挑挑 新たな価値創造への挑戦

急増する糖尿病。生活習慣病という
世界規模の社会課題に、事業を通じて貢献する

三井物産が糖尿病分野で提携する企業グループ

ヘルスケア関連ビジネス

2016年11月、当社はパナソニックヘルスケア
ホールディングス株式会社（PHCHD社）への資
本参加を決定しました。出資額は約541億円で、
株式の22％を取得。今回の決定は、当社のヘルス
ケア・サービス事業にとって、大きな節目となる
ものです。

画期的製品を持つPHCHD社への資本参加
PHCHD社は、糖尿病患者向け血糖値測定器を

製造・販売する日本を代表するグローバルメーカー
です。高い測定精度に加え、オンライン通信機能
を具備した同社最新機器「Contour Next/Plus 
One」は、次世代糖尿病ケアを支える製品として
高い注目を集めています。

糖尿病は、すい臓の不調などでインスリンが正
常に分泌されず、血糖値をコントロールできなく
なる病気です。2016年の「世界保健デー」のテー
マにも設定されるなど、その急激な増加にWHO

先進的な医療事業を手掛ける
パナソニックヘルスケア
ホールディングス社への
資本参加を決定

血糖値測定器メーカーの世界4強の一角
パナソニックヘルスケアホールディングス社

PHCHD社の競争優位性
• 世界125カ国にわたる販売網
• 業界最高水準の測定精度：

技術開発力に支えられた
高い機能性と品質

• コスト競争力を支える
開発製造機能

アジア最大手の
高度先進医療機関

IHHヘルスケア社
　

アジア最大手の
中間所得層向け
医療機関

コロンビアヘルスケア社

米国最大手の透析クリニック
ダビータ社

米国を中心にグローバル
なクリニック経営を展開。
施設数 は 約2,500。傘下
のダビータ・ケア社を通し
てアジアに進出し、シン
ガポールを拠点に高度な
透析医療を提供中
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ヘルスケア関連ビジネス

（世界保健機関）も警鐘を鳴らしています。

糖尿病患者の「生活の質」向上を目指して
2040年には10人に1人が罹患するとも言われ

る糖尿病は、今や全世界的な課題です。事業の観
点からは今後も成長を続ける有望なマーケット
である半面、それだけ解決が難しくもあります。
事業を通じて、この社会的課題の解決にどう貢献
していけるのか。この難題に対し、当社だからこ
そ可能な関わり方のひとつがPHCHD社への資
本参加であり、血糖値測定器の普及促進です。

世界の糖尿病罹患者のうちおよそ60％が経済
発展著しいインド・ASEAN諸国・中国などの新興
国によって占められています。

当社では、2016年8月に透析クリニック事業
会社の米国最大手ダビータ社傘下のダビータ・ケ
ア社（シンガポール）の株式20%を取得。アジア
の透析事業に参画しました。当社では、これらの
関係企業との緊密な連携を通じて、糖尿病の患者
さんたちに革新的な医療技術・サービスを提供し
ていきます。

世界の糖尿病患者数＊

新興国の経済発展に伴い、糖尿病患者は急増中

2015年

4億1,500万人
世界の11人に1人が糖尿病患者

グローバル糖尿病患者数

2040年

6億4,200万人
世界の10人に1人が糖尿病患者

うち、60％をインド･ASEAN･中国が占める

＊ 20～79歳の成人における割合

全世界の約60％
出典：国際糖尿病連合

415

2040
推計

2015

700 （百万人）6005004003002001000

その他米国欧州インドASEAN中国 642
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新たな価値創造への挑戦
ヘルスケア関連ビジネス

当社がヘルスケアを全社目線の注力事業に位
置付けて、メディカル・ヘルスケア事業部（現、
ヘルスケア・サービス事業本部）を設置したのは
2008年のことです。以降、当社では事業の開拓
と深耕に取り組み、とくに近年ではアジアの医
療インフラの整備・拡充にビジネスチャンスを
見出しています。

アジア地域でその目的を達成するには、中間
所得層から富裕層まで、幅広い医療ニーズに応
える体制の確立が必須です。そこで当社では、
2011年にアジア民間最大手の病院グループで
ある IHH ヘルスケア社に経営参加。2015年に
は、医療情報サービス大手の MIMS グループに
出資。さらに、2016年にはアジア最大手の中間
所得層向け病院グループ・コロンビアアジアグ
ループに出資するなど、そのネットワークを着
実に広げています。

当社が進めるヘルスケア関連ビジネスの特徴
は、病院や医師の不足解消、病院相互の連携強
化、経営効率の改善といった現代医療が直面し
ている課題に対して、これまでにない発想で革
新的なソリューションを提供していることです。

そのカギは、「場」×「人」×「モノ」×「サービ
ス」×「情報」の有機的な融合です。病院や専門
クリニックの設立、医療従事者の人材派遣、医
薬品の製造・販売、医療情報の提供など、医療分
野におけるあらゆる業態への経営参画を通じて、
次世代の「医療のしくみ」を創造しています。

現在、世界の医療費は年間約500兆円といわ
れます。先進国における高齢化や、新興国の経
済発展を背景に、ヘルスケア関連市場はさらな
る拡大を見せるでしょう。当社は「ヘルスケア
エコシステム」（P.19「キーワード」参照）の構築
を通じて、医療従事者の方々と共に、誰もがい
つでも良質な医療を受けることができる社会の
創出を目指します。

医療インフラの整備でビジネスと社会貢献を両立

世界各国・各地域で医療ニーズが急速な拡大を見せています。しかし、診療施設や医療サービスの整備
はいまだ十分とは言えません。当社は、病院と周辺事業を有機的に統合する「ヘルスケアエコシステム」
の構築を通じて、この課題解決に取り組んでいます。

ヘルスケアのネットワークをつくる 次世代の「医療のしくみ」を創造する
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「ヘルスケアエコシステム」は、当社が提案する次
世代型の医療インフラです。病院を中核的なプラッ
トフォームとして、その周囲に専門医療、医薬、情報、
サービスなどの各種事業を配置。それらを有機的に
つなぎ合わせることによって、効率的かつ質の高い
医療サービスの提供を実現します。

これまで、病院と周辺事業は、共にヘルスケア産
業というカテゴリーに属しながら、相互の連携が十
分ではありませんでした。それは、病院、初期医療
のクリニック、診断センターや透析センターなどの

専門クリニック、調剤薬局、医薬品メーカー、医療人
材の派遣会社、医療システム提供企業、病院給食や
清掃会社などが、経営の異なる事業体によりそれぞ
れの方針のもとで運営されているためでした。

当社は、長年にわたり培った「つなぐ力」を駆使
して、病院と周辺事業をネットワークで結ぶことに
より、事業間のシナジーを最大化するしくみを創造。
医療体制をより良いものに変革し、患者さんに適正
な料金で病状に合った最善の医療が受けられる環
境をご提供します。

ヘルスケアエコシステム ～三井物産が描く次世代型医療インフラのかたち～

 キーワード

創 造

病院と各周辺事業の価値を高め
医療をより良いものにする

挑 戦

「場」×「人」×「モノ」×「サービス」×「情報」
を有機的につなぐ
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人人人人
当社の最大の強みは一人ひとりの社員。
世界中で躍動する「多様なプロ人材」をご紹介します。

日本全国に質の高いコーヒーを届け、
ブラジルのコーヒー産業を
豊かにする

及川 修人　Shuto OIKAWA

「 大切なのは三井物産の看板ではなく、
あなた自身を信頼できるかどうかです」
及川は、自らが携わるコーヒービジネスで現

地の生産者に言われたこの言葉が忘れられない。
コーヒー農家と親密な信頼関係・協力関係を築
くなかで、自分のなかに同居する日本・米国・ブ
ラジルという3つの文化が何らかの役に立った
のかもしれない、と信じている。

 最初の転機―日本への帰国

1983年に日本で生まれた及川は、父親の仕
事の関係で8歳のとき渡米し、大学卒業の2005
年まで米国で暮らした。

卒業後米国に留まるか、日本に帰るか。就職
活動中、社員一人ひとりの個性を尊重する企業
文化が根付く当社に感銘を受けた及川は、「海外
を知る日本人として日本に貢献しよう」と当社
への就職を決めた。最初に配属されたのはエネ
ルギー本部。5年間石油・ガス開発プロジェクト
に従事した。「ガス田開発の最終局面に立ち会
うなど、若いときから重要な仕事を任されたこ
とが、現在の業務を遂行する上での糧になって
いる」と振り返る。
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世界的にコーヒー需要が高まるなかで、安価
なコーヒーの安定確保は困難を極めた。及川た
ちはブラジルの巨大農園生産者と提携すること
に成功。生産者に対して技術・ノウハウを指導し、
農園でできたコーヒーは一粒残らず買い取る、
そうした信頼関係・協力関係を地道に築き上げ、
コーヒーの安定調達を確実なものとしていった。

日本のコーヒー需要の拡大はブラジルのコー
ヒー生産者にもプラスに働く。こうした「国境を
越えた社会貢献」という考え方は、日本・米国・ブ
ラジルという3つの異文化を理解するからこそ
深く共感できるものであり、及川が将来どのよ
うなビジネスに携わろうと、成功に導く原動力
になるに違いない。

２度目の転機―ブラジル留学

資源大手ヴァーレ社との交換研修で、日本ほ
ど便利でもなく、豊かでなくとも前向きに、ひた
むきに生きる人びとに出会う。ブラジルに魅了
された及川は、入社4年目のときブラジルへの留
学を志願した。

 そして、コーヒー豆の調達

ブラジル三井物産のサンパウロ本店で食料事
業を担当したのち2012年に帰国した及川は、
コーヒートレーディングの仕事に配属され、ブラ
ジルのコーヒー豆の調達に携わることになった。

折しも2013年にはセブン︱イレブン・ジャパン
がコーヒーの販売を開始（セブンカフェ）。日本
全国の人びとに質の高いコーヒーを手頃な価格
で提供するという、いわば「新たなコーヒー文化」
とそれに伴う需要が誕生した時期だった。
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持続可能な社会に向けた取り組み続続続続続
環境・社会活動報告

当社は、全国74カ所に約44,000㌶の社有林
「三井物産の森」を保有し、適切に管理することで、

環境と社会に配慮した持続可能な森林経営を実
践しています。持続可能な社会に向けて、社有林
では環境意識を啓発する森林体験プログラム（林
業体験や自然観察など）を幅広い層に向けて提供
しています。

2016年度は年間で12回開催、延べ約300名
の方々に参加いただきました。北海道の似湾山林では林業に必要な間伐作業などの体験を行ったり、
社有林から燃料用の木材を供給している当社主導の新しいバイオマス発電所（苫小牧市）を地元の
小学生と共に訪問し、木を有効利用することの大切さを学びました。株主様向けには千葉県の亀山
山林で森林体験プログラムを開催すると共に、その他一般の方々や社員家族を対象とした同様のプ
ログラムも通年で開催し、環境意識の啓発に継続的に取り組んでいます。

日本とインドネシアの一層の関係強化を目指
し、母国の発展と両国親善に寄与する人材を育
成するため当社が1992年に設立した公益信託
三井物産インドネシア奨学基金が、2017年に
25周年を迎えました。

本基金では毎年インドネシア全土から高校生
を公募、約1,000名の応募者から2名を選抜しま
す。来日して日本語学校で1年半日本語を履修し
た後、日本の主要大学の受験を経て、主に理系学部へ進学しています。5年半にわたり資金面のみな
らず進学や生活面のサポートも行うきめ細やかな制度です。

これまで通算40名を採用、26名が卒業しました。卒業生の多くはインドネシア三井物産を含む
日系著名企業に就職し、両国の懸け橋となるグローバル人材として活躍しています。

一般親子向けに似湾山林で行った間伐体験（2016年9月）

インドネシア三井物産による第19期生の来日前壮行会（2016年9月）

「三井物産の森」における森林体験プログラム

25周年を迎えた「公益信託三井物産インドネシア奨学基金」

22



配当政策・株主還元方針
事業計画・今後の見通し

事業内容
経営方針・理念

財務情報
投資家向け説明会の開催

株主通信の充実
CSR（企業の社会的責任）情報

その他

編集部だより
株主さまアンケートについて

株主通信2016年冬号で実施させていただきましたアンケートには、26,328名の株主の皆さまか
らご回答をいただきました。ご協力に心よりお礼申し上げます。

Ｑ 株主通信に対する評価 Q 投資家対応活動に期待すること

株主通信をリニューアル！

当社では、これまで株主の皆さまからいただいたアンケート結果も踏まえ、今号より株主通信を
全面リニューアルしました。

株主の皆さまのご関心が高い事業計画・今後の見通しについては、5月に公表・始動した新中期経
営計画を中心に、Q&Aの形式でご説明しております。また、当社らしい仕事である「国創りへの貢献」
および「新たな価値創造への挑戦」とそれを実現する「多様なプロ人材」の3つの視点からそれぞれ
の取り組みをお伝えしています。当社の事業内容とその魅力をこれまで以上に深くご理解いただけ
ればと思います。

今後とも、誌面構成や企画を含め、株主通信を通して株主の皆さまに当社の取り組みをよりわか
りやすくお伝えすることができるよう、取り組んでまいります。

なお、これまでの形式での株主さまアンケートは前回で終了とさせていただきますが、今後はウェ
ブサイト上にアンケートをご用意しておりますので、是非ご意見をお寄せいただければと思います。
さらに、株主通信とウェブサイトとの連動など、より株主・投資家の皆さまとの対話を重視し、距離
を縮めることができるような情報発信をしてまいりますので、どうかご期待ください。
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ページ

号

会社概要 2017年3月31日現在

商　号 三井物産株式会社（MITSUI & CO., LTD.）
設　立 1947年7月25日
資本金 341,481,648,946円
従業員 連結：42,316名
 単体：5,971名
連結対象会社 連結子会社：268社
 持分法適用会社：201社
ホームページ http://www.mitsui.com/jp/ja/

株主メモ
証 券 コ ー ド ： 8031
事 業 年 度 ： 4月1日から翌年3月31日まで
期末配当基準日： 毎年3月31日
単 元 株 式 数 ： 100株

上場証券取引所： 東京、名古屋、札幌、福岡
定 時 株 主 総 会： 毎年6月
中間配当基準日： 毎年9月30日

株主名簿管理人・特別口座管理機関：三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
（連絡先） 三井住友信託銀行株式会社 証券代行部　　〒168-0063　東京都杉並区和泉二丁目8番4号

 0120-782-031（通話料無料）（受付時間：土・日・休日・年末年始を除く9：00～17：00）
公告方法 ： 電子公告（ただし、事故その他やむを得ない事由により電子公告をすることができない場合には日本経済新聞に掲載します。）

＊公告掲載の当社ホームページアドレス http://www.mitsui.com/jp/ja/koukoku/index.html

◎証券会社などの口座で株式を保有されている株主さま : お取引のある証券会社にお問い合わせください。
◎特別口座で株式を保有されている株主さま : 三井住友信託銀行株式会社にお問い合わせください。
　電話番号 ： 0120-782-031（通話料無料）（受付時間：土・日・休日・年末年始を除く9：00～17：00）

住所変更など各種事務手続きに関するお問い合わせ先

◎株主名簿管理人である三井住友信託銀行株式会社にお申し出ください。
　電話番号 ： 0120-782-031（通話料無料）（受付時間：土・日・休日・年末年始を除く9：00～17：00）

未払配当金のお支払いに関するお問い合わせ先

2017年夏号 三井物産株式会社 株主通信
2017年（平成29年）6月21日発行　三井物産株式会社IR部　〒100-8631 東京都千代田区丸の内1-1-3 TEL.03-3285-1111（代表）

ご注意：
本冊子に記載されている将来予測その他の情報は、現時点での判
断や入手している情報に基づくもので、種々の要因により変化す
ることがあり、目標や予想の達成、および将来の業績を保証する
ものではありません。また、これらの情報は、今後予告なしに変
更されることがあります。従いまして、本冊子の情報の利用の際
には、ほかの方法により入手された情報とも照合確認し、利用者
の判断によって行っていただきますようお願いいたします。

環境に配慮した植物油インキを
使用して印刷しています。
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